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自然災害総合研究班から
自然災害研究協議会へ

〜50年の歩みを振り返って〜

第47回自然災害科学総合シンポジウム、東京工業大学蔵前会館
平成22年12月20日

寶 馨
京都大学防災研究所

2010/12/20

協議会と
地区部会

参考 地震予知研究協議会（1978〜2006）

火山噴火予知研究協議会（2000〜2006）

• 東京大学地震研究所内に設置。

• 地震災害や火山災害の軽減のために、地震や火山噴火
現象を解明してその予測を実現するために、全国の大
学・研究機関の研究者は、地震予知研究と火山噴火予
知研究を行ってきた知研究を行ってきた。

• 別々であった両協議会を平成１８（2006）年５月に統合し、
地震・火山噴火予知研究協議会が発足。

地震及び火山噴火予知研究を行っている全国の大学・
研究機関の連携と協力関係を強化し、「地震及び火山噴
火予知のための観測研究計画」（科学技術・学術審議会
測平成20年７月17日建議：以下「予知研究」）で立案され
た研究を推進することを目的に設立。

自然災害科学総合研究班の歴史(1)

• 伊勢湾台風災害（1959年）を契機に施行された災害対策
基本法と呼応して、1960年に発足

• 科学研究費による研究推進
– 1961,62年：特進分野

– 1963～1971年：特定研究1963 1971年：特定研究

1963年 突発災害調査の開始

1964年 第1回自然災害科学総合シンポジウム開催

– 1972～1986年：特別研究

1972年 災害科学資料センター（現：巨大災害研究センター）の発足

その後他の地区の資料センターに運営費交付開始

1979年 JNDS (Journal of Natural Disaster Science) の刊行開始

1981年 自然災害科学会（現：日本自然災害学会）の発足

1997年 JNDS は日本自然災害学会へ移管

自然災害科学総合研究班の歴史(2)

– 1987～1993年：重点領域研究「自然災害の予測と
防災力」

前期3年：集中豪雨災害、巨大地震による都市災害、
社会における防災力

後期3年：広域の水害および雪害 内陸地震および火後期3年：広域の水害および雪害、内陸地震および火
山による災害、社会における防災力

1989年 研究成果公開促進費（データベース）

競争的環境に変化（公募研究扱い）

– 1994～1997年：総合研究(A)

– 1995～1998年：重点領域研究（都市直下地震）

自然災害研究協議会の発足

2001年：自然災害研究協議会を防災研究所に設置
（2000年は移行組織として自然災害研究連絡委員会）

• 協議会の目的：自然災害とその軽減のための研究に
関し、研究計画の協議、研究情報の交換を通じて研
究機関間の連携を緊密にし、もってその有効な推進究機関間の連携を緊密にし、もってその有効な推進
を図る。

• 協議事項：

– 自然災害研究の企画調査

– 国内外で発生する自然災害に関し、全国的・学際
的な突発災害調査班の組織及び実施方法

– 自然災害研究の体制及び予算

– 自然災害研究に関するネットワークの構築

– その他自然災害研究の推進等に関する事項
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自然災害総合研究班の功績

• 研究成果による長期的な被害軽減の実現

• 防災学の学問体系の提案（防災ハンドブッ
クや防災事典の発刊）

（国際防災の十年）などのプ ジ• IDNDR（国際防災の十年）などのプロジェ
クトの推進

• 防災研究体制の継続

• 突発災害調査の実施

• JNDS (Journal of Natural Disaster Science)
の刊行と成果の発信

河田（2003）による

積み残された課題(1)

• 研究の枠組みの転換

– 例：複合災害への取り組み体制

• 異分野との交流

• 政策科学、防災対策への貢献

• 研究者ネットワークやデータベースの活用

• 多い現象追求型の研究と少ない先行研究

• 関連学会との連携

河田（2003）による

積み残された課題(2)

• 防災研究へのリーダシップ

• 地域研究の重要性

• 災害史研究の重要性

• 研究組織間連携

• 個人研究中心の推進

• 国民に対するアカウンタビリティ

• 研究資金の裏付けのない研究調整

河田（2003）による

全国共同利用研としての運営体制（2009年まで）

・防災研究所協議会（理・工学研究科長、学内外の附置研究所長）

研究所運営・研究全般に関する助言

・６研究センター運営協議会（所内、所外委員ほぼ同数で構成）
外部研究者の意見を研究活動に反映

・公募を原則とした教授、准教授人事
所内教授3名、所外2名で構成される選考委員会による候補者推薦

・共同利用委員会（所内１１名 所外１１名）共同利用委員会（所内１１名、所外１１名）
共同研究の在り方の議論、共同研究課題の採択

・自然災害研究協議会
1) 自然災害研究の企画調査
2) 国内外での突発災害調査班の組織及び実施の企画
3) 自然災害研究の体制及び予算
4) 自然災害研究に関するネットワークの構築（６地区部会の支援）
5) その他自然災害研究の推進等に関する事項

構成大学：東京大学地震研究所、新潟大学災害復興科学センター、神戸大学都市安全研究セン
ター、

北海道大学大学院工学研究科、東北大学大学院工学研究科、
埼玉大学地圏科学研究センター、名古屋大学大学院工学研究科、
愛媛大学大学院理工学研究科 九州大学大学院工学研究院 など全国の大学 研究機関

サポートレター

広範な防災科学分野にまたがる総合的研究の推進：
急速な社会・自然の変動への対応とコミュニティに対する責務の遂行

平成20年度に外部評価を実施
これまでの防災研での研究成果を基に、「急速な
社会・自然の変動に対応する広範な防災科学分野
にわたる研究の推進」が緊急的な課題と、評価委
員から強い意見

国内１９学協会等、１５外国研究機
関等研究者コミュニティーから、拠
点化しその責務を果たすことへの強
い要望が、サポートレターとして寄
せられた

般共同研究の新規応募件数の増大

激化が予想される複合災害や、社会のあり方も含む
全体的な防災対策への取り組みが必要

・災害に関する学理の研究および防災に関する国際
的な総合研究の強力な推進

より実践的な共同研究の実施

・災害が集中するアジアへの視点強化

・将来の防災研究を担う人材育成

共同利用・共同研究拠点として、全国
の防災研究の中核的役割を果たす質

的
強
化
と
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
に

多
彩
な
共
同
研
究
の
必
要
性

強震動予測のためのレシピ

分布型降雨流出予測システム

アジア圏への災
害評価計画等の

立案提言

減災対策や被災地復興
についての提言

災害リスクマネージメント研究

災害対応情報システム開発・研究

大阪湾洪積粘土層の長期沈
下評価に関する研究

チャート式耐震診断システムの開発

埋立地盤の品質管理ツール の開発

地域防災計画への提言

防災ゲームで学ぶリスク・コミュニケー
ション

不確実性を考慮
する地上・レー
ダ雨量の合成

地下空間浸水時の階段部の危険性に
関する水理実験

マチュピチュ遺跡
の保存

液状化地盤上の盛土の沈下メカニズムの解明

台風0423号による室戸の高波災害解析

平成8年度～20年度全国共同利用研究所
「災害に関する学理の研究及び防災に関する総合研究」
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一般共同研究の新規応募件数の増大
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将来の防災研究を担う人材育成

人材育成も念頭に置いた萌芽的共同研究の拡充

隔地施設・大型設備等を活用した滞在型共同研究

の新設

・研究者コミュニティとの緊密な連携

自然災害研究協議会との連携強化

に
よ
る

性

従来の理工学中心から文理融合した総合的な防災に関する研究へと発展

（１）開かれた運営体制
・防災研協議会
・共同利用委員会
・センター運営協議会
・人事選考委員会外部委員
・自然災害研究協議会（突発災害、研究ネットワーク、各種行事）

（２）多彩な共同研究の実施
・一般共同研究
・萌芽的共同研究
・一般研究集会
・特別事業

（３）共同利用研究支援体制の整備
・技術室の支援体制

（４）拠点と他大学等の間の人材の流動性
募制 事 考委員会 部委員

主な機能強化：
（１）開かれた運営体制

・外部委員が過半数を占める拠点運営委員会による運営

・協議会、センター運営協議会、人事選考委員会外部委員の継続

・拠点運営委員会をサポートする防災研究企画推進室 設置

・自然災害研究協議会との連携関係の強化

・突発災害対応に加えて、共同研究企画

（２）防災研究所の施設・設備等を活用した多彩な共同研究
・一般共同研究、萌芽的共同研究、一般研究集会の拡充

・滞在型共同研究、施設・設備利用型共同研究の新設

・自然災害研究協議会提案による重点推進型共同研究の新設

・防災研研究者がリードする拠点研究、特定研究集会

全国共同利用研究所

京都大学防災研究所：「共同利用・共同研究拠点」（2010〜）

防災研究共同研究拠点

・公募制（人事選考委員会外部委員）
・客員教員（外国人、国内）
・非常勤講師

（５）人材養成のための若手研究者の積極的な受け入れ
・各種研究員の受け入れ

（６）情報提供・研究成果の積極的な発信
・公開講座
・地域防災計画実務者セミナー
・年次研究発表講演会

（７）研究者コミュニティによる評価
・定期的な外部評価の実施
・自然災害研究協議会，センター運営協議会

防災研研究者がリ ドする拠点研究、特定研究集会

（３）共同利用研究支援体制の整備
・隔地観測所・実験所の拠点化

・共同利用のための施設・設備の維持

・技術職員の支援技術の継承

・外国人研究者受け入れ支援強化

（４）拠点と他大学等の間の人材の流動性
・公募制の継続と，客員教員，非常勤講師の活用

（５）人材養成のための若手研究者の積極的な受け入れ
・各種研究員の受け入れ

・インターンシップ等の受け入れ

・災害調査・観測，特殊実験トレーニング・コース

（６）情報提供・研究成果の積極的な発信
・広報企画室の強化・拡充

・各種行事の充実、国際シンポジウム等の支援

・Webによる広報の充実（わかりやすさと即時性の確保）

・公開プログラムソフトの整備

（７）研究者コミュニティーによる評価
・定期的な外部評価の実施

・自然災害研究協議会，センター運営協議会

機能の強化機能の強化

概算要求での重点事項を赤字で示す
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突発災害
調査の流れ

科研費：
特別研究促進費

研究成果は
自然災害科学総合
シンポジウムで
発表される

その他の科研費獲得の努力（1）

研究成果公開促進費：データベースSAIGAIの整
備。
平成19年度までは日本自然災害学会で申請。
ほぼ隔年に採択されてきた。

平成19年度採択（540 円）平成19年度採択（540万円）。
（EX. 各地区資料センターへ、謝金65万円、消耗
品10万円の計75万円ずつ分配。）
予算執行は、日本自然災害学会から京都大学（自
然災害研究協議会）へ移行。これに伴い、予算の
執行・管理方法が変更された。

以後は、自然災害研究協議会 で申請。
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その他の科研費獲得の努力（2）

基盤研究(C)企画調査・平成18年度「地球観
測による風水害の監視・予測・軽減の研究
戦略」（代表・寶、170万円）：

特定領域研究の新規発足研究領域として応
募する為の企画調査を行った。
平成19年度発足の新しい特定領域として
「地球観測による災害の監視・予測・軽減
の研究戦略」を申請するも不採択に終わ
る。

平成２２年度科学研究費補助金
系・分野・分科細目表（抜粋）

現在、見直しが
検討されている

協議会予算の推移
• 自然災害特別研究 総合研究班の頃

総括班に1800万円

• 重点領域研究（1987〜1998）終了後 は総括班予算ゼロ

• H12 自然災害研究連絡委員会（移行措置） 予算無し

• H13（2001年）協議会発足

防災研（校費200万円、間接経費200万円）

＋文科省庁費（約400万円）

• 国立大学法人化 H16（2004年）4月

その後、文科省分は財団から支給、徐々に縮小、ゼロに。

• 防災研 共同利用・共同研究拠点化 H22（2010年）

運営費交付金＋間接経費（約400万円）

重点推進型共同研究（自然災害研究協議会枠）の

新設（毎年2件、約400万円）

自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究推進事業

Ⅱ．事業の全体計画

Ⅰ．本事業の目的

１）共同研究･研究集会等の課題を公募し、全国の研究者と
連携して、強力に共同研究を推進する。

２）防災研究所の保有する施設・設備を共同研究に広く供す
る。

３）拠点運営委員会で共同利用・共同研究の実施にかかる

自然災害の発生メカニズムの解明とその防
災・減災技術の研究開発に関する共同利
用・共同研究、総合的な視点に立脚する防
災学の確立のための共同利用・共同研究及
び国際共同研究を重点的に推進する。

拠点としての責務

京都大学 防災研究所

風水害や地震災害の多発化、地
震発生による地盤・水災害による
複合的連鎖的な深刻化など
巨大地震による津波により広範な
地域で二十数万人にも及ぶ人命
が失われる例がある。

緊急性

防災研究所は、我が国唯一の自然災害に関す
る防災学の総合的研究所として 自然科学から

防災研究所のミッションと意義

災害学理の追求と、防災に関
する総合的な研究･教育により、
人間社会の安寧に貢献

災害と防災に関わる多様な課
題に対して、理学、工学、社会
科学などにまたがる基礎的研
究と社会ニーズに応えうる実践
的な研究を実施

国や地方自治体等の防災施策
への助言社会への情報発信に
よる国民と社会の防災に対する
理解向上

Ⅲ．本事業の実施内容（平成２２～２７年度）

３）拠点運営委員会で共同利用 共同研究の実施にかかる
重要事項について審議する。

４）防災学の次代を担う後継者を育成する。
５）共同利用・共同研究の進捗状況・成果に関し、研究者

コミュニティによる定期的な評価を行う。

(1)長期滞在型共同研究、短
期滞在型共同研究の実施
（採択は拠点運営委員会で
決定）

(2)利用者が旅費等を用意す
る場合は随時受入

2. 施設・設備、資料・データ
の利用による共同研究

自然災害研究協議会
と連携して、現地情報
の収集、調査観測計画
の立案等を行なう

3.突発災害調査の実施

(1) 一般共同研究、
萌芽的共同研究

(2) 特定研究集会、
一般共同研究

(3) 拠点研究
（特別推進研究枠、

一般推進研究枠）

1. 公募による共同研究の実施

(1) 拠点運営委員会
(2) 各研究センターの運
営協議会
(3) 自然災害研究協議会
との連携強化（重点推進
型共同研究の企画）

4. 研究者コミュニティの要
望を反映する

る防災学の総合的研究所として、自然科学から
人文・社会科学にわたる幅広い分野の研究者を
結集し、防災学の先進的・学際的・国際的な共
同研究を実施している。今後も、防災研究所の
機能を充分に活用して、災害科学諸分野の研究
者が集う場を提供し、世界的な観点から先進
的・先導的な研究を推進する

京都大学防災研究所のあゆみ

１９５１（昭和２６年）： 京都大学附置研究所として設立（3研究部門）

設置目的：「災害の学理とその応用の研究」

１９９６（平成８年）： 全国大学共同利用機関に指定（５部門、５センター）

設置目的：「災害に関する学理の研究及び防災に関する総合研究」

共同利用委員会設置、教員公募制、５センターに運営協議会設置、総合防災部門設置共同利用委員会設置、教員公募制、５センターに運営協議会設置、総合防災部門設置

１９９７（平成９年） ： 「卓越した研究拠点ＣＯＥ」に指定

２００２（平成１４年） ：： 21世紀COE「災害学理の究明と防災学の構築」

２００５（平成１７年） ： 改組し、４研究グループ制と５研究部門・６センターへ

２００９（平成２１年） ： グローバルCOE「極端気象と適応社会の生存科学」

２０１０（平成２２年） ： 「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」２０１０（平成２２年） ： 「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」

すべての自然災害を対象すべての自然災害を対象

多分野にまたがる多分野にまたがる
研究陣を包含研究陣を包含

MultiMulti--HazardHazard

HolisticHolistic--ApproachApproach

防災・減災に防災・減災に
直接役立つ成果直接役立つ成果

OutcomeOutcome--OrientedOriented

自然災害と総合防災に取り組む世界で唯一の大学附置研究所
（約100名の常勤教員と約200名の大学院生）

研究活動状況(特筆すべき点）
• 自然災害科学研究ネットワーク拠点・社会へ成果還元

- 自然災害研究協議会（防災研究所）

防災研究フォーラム （防災研究所、東大地震研究所、防災科学技術研究所が共同運営）

- 社会への情報発信、防災に関する知識の普及
国や自治体の防災に関する施策に反映

• 西日本の15箇所に配置した実験所・観測所
- 地震、火山、地すべり、水理、海象、砂防

- 学内及び全国の研究教育の拠り所（教授４を含め約45名の教職員配置）

他の自然災害に関わる研究所・研究機関にはない特色

• 理学、工学、情報学の研究科の協力講座
-フィールドや隔地観測所・実験所、蓄積されたデータ等を活用した教育

• 海外の２６大学･研究機関と学術交流協定
- 海外への成果普及、人材の育成
- 国際共同研究、防災に関する国際研究ネットワーク
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15箇所に配置した実験所と観測所
A ：大潟波浪観測所（１） B: 穂高砂防観測所（２）
C ：宇治川オープンラボラトリ（12）
D: 白浜海象観測所（3） E: 潮岬風力実験所（1）
F: 徳島地すべり観測所（3）
G ：上宝観測所（2） H: 北陸観測所（1）
I ：逢坂山観測所 J: 屯鶴峰観測所（2）
K: 鳥取観測所（1） L: 宮崎観測所（3）
M: 阿武山観測所（1） N: 徳島観測所（2）
O ：桜島観測所（11）

（ ）内は、勤務教職員数（非常勤を含む）

宇治川オープンラボラトリ

（ ）内は、勤務教職員数（非常勤を含む）

桜島観測所

穂高砂防観測所
阿武山観測所桜島火山観測所

拠点運営委員会

自然災害・防災研究者コミュニ
ティ

（国公私立大学・研究機関・行政機関・企業
etc）

公募情報
成果の広報

方針提案
委員の推薦
共同研究提案

事務支援

計画実施の通知
採否通知

宇治地区事務部

「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点 」運営体制

自然災害研究協議会

応募

委員 委員

共同利用
共同研究
公募

センター
の共同研
究・施設
維持等に

委員

防災研究所長
技 術 室

技術支援

共同研究拠点
運営に関する
重要事項等の
諮問

答申
公募研究課
題の採択

教授会

公募情報・
成果の広報
の指示

報告 承認

技術支援の指示

・共同研究の実施に関する指示京都大学防災研究所

研究・教育担当副所長
防災研究企画室

隔地観測所・実験所

対外広報委員会
広報企画室

各センター運営
協議会

・共同研究の実施
・施設の維持管理を行い,
共同研究環境を提供

研究部門・研究センター

維持等に
対して意
見

北海道大学・北海道教育大学
弘前大学・東北大学

茨城大学・埼玉大学・筑波大学・東京大学
東京工業大学・東京学芸大学・東京水産大学・山梨大学

新潟大学・長岡科学技術大学・富山大学
金沢大学・信州大学・名古屋大学・名古屋工業大学

愛知教育大学・岐阜大学・三重大学
滋賀大学・滋賀医科大学・大阪大学・大阪教育大学・神戸大学

鳥取大学・岡山大学・広島大学・山口大学・香川大学・愛媛大学・高知大学
九州大学・長崎大学・熊本大学・鹿児島大学・宮崎大学・琉球大学

岩手県立大学・京都府立大学・大阪市立大学
北海道工業大学・東京理科大学・日本大学・富士常葉大学
名城大学・京都産業大学・立命館大学・京都橘女子大学

大阪工業大学・大阪学院大学・近畿大学
摂南大学・鳥取環境大学・福山大学

広島女子大学・九州東海大学

研究者コミュニティ

各種共同研究スキームと公募Web等で共同研究の公募情報や利用可
能な施設・設備等の情報を発信

広島女子大学 九州東海大学
国立天文台・防災科学技術研究所・消防研究所

建築研究所・産業技術総合研究所・森林総合研究所
気象研究所・気象庁・防衛大学校

千葉県水質保全研究所など

京都大学・防災研究所
自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点

拠点運営委員会

共同研究の推進

応募

採択

共同利用・共同研究拠点としての研究所の今後の方向性共同利用・共同研究拠点としての研究所の今後の方向性

• 研究者コミュニティとの緊密な連携

• 全国の防災研究の中核的役割を果たす

• 激化が予想される複合災害や、社会のあり方も含
む全体的な防災対策への取り組み

• 災害が集中するアジアへの視点強化

• 災害に関する学理の研究および防災に関する国
際的な総合研究の強力な推進

• 将来の防災研究を担う人材育成

これまで以上に国際研究拠点としての責任が増す

防災に関する地域研究に対する研究所・協議会の機能・役割防災に関する地域研究に対する研究所・協議会の機能・役割

自然災害研究協議会の幹事大学
京都大学防災研究所（事務局）
北海道大学
東北大学

地区部会の構成

北海道地区

東北地区

関東地区

中部地区関西地区

西部地区

京都大学

自然災害研究協議会の全国ネットワークを通した京都大学防災研究
所の役割

各種専門領域の研究者の組織化と連携および知識の共有を図る
（自然災害研究に携わる研究者データベースやSAIGAIデータベース
の整備：自然災害科学総合シンポジウムの開催等）。
学術的・社会的意義の大きい突発災害に対しては全国的・学際的な
調査団を組織し、突発災害調査を企画・実施する。
各地区部会の研究・広報活動と連携の支援

先進国の中でも特にわが国は、地震、火山
噴火、台風、豪雨、洪水、高潮、地すべり等
による脅威にさらされている。これら災害の
防止・軽減のためには、それぞれの地域の
特性を踏まえた研究と、全国に分散して存
在している専門分野の異なる研究者の連携
協力が不可欠である。

日本自然災害学会からの要請を受けて
防災研究所内に学会事務局を設置

総合科学・技術としての
防災学の構築

日本自然災害学会等での成果公表

東北大学
埼玉大学地圏科学研究センター
東京大学地震研究所
新潟大学災害復興科学センター
名古屋大学
神戸大学都市安全研究センター
愛媛大学
九州大学
防災科学技術研究所

地区部会が各地区の大学等と連携
して学術シンポジウム、市民向け
フォーラム等を開催等を実施

防災研究
プラット
フォーム
の提供

京都大学
防災研究所

防災学分野における京都大学防災研究所
及び自然災害研究協議会の特色と役割
防災学分野における京都大学防災研究所
及び自然災害研究協議会の特色と役割

・学際融合による総合的な防災・
減災研究の推進

・次世代教育
地震・火山・地盤・気象・水象災害、
複合・連鎖的災害、リスクマネジメント、
復旧・復興対策

京都大学・防災研究所

防災研究所の特色

幅広い専門分野の教員で構成（工、
理、農、人文社会：外国籍専任教員５
名）

西日本に配置した１５観測・実験施設
の共同研究・教育への活用

全国共同研究の公募・実施

開かれた運営体制：共同利用委員
会、６センター運営協議会、外部委員を
含む教員選考委員会等

大学院生教育・研究指導（理学・工
学・情報学研究科：約200名、内留学生
約50名）

国外26大学・研究機関との協定に基

防災研究フォーラム

防災研究所、地震研究
所、防災科学技術研究
所、および、自然災害研
究協議会、地震・火山噴
火予知研究協議会で幹
事会を構成。

防災に関わる産官学
の研究機関および事業
機関相互の円滑な情報
交換等を目的とし、海外
での突発災害発生の際
の先遣隊や調査隊の派
遣、および、防災フォー
ラム研究シンポジウムの

3機関の特色の
もとに連携

自然災害研究協議会

特色：
・防災施策としての大型プロジェクトの実施
・東海・首都圏地震対策から始まる地震基盤的地震観測網の運用
・Eディフェンス等巨大実験施設の運用

特色：
・全国共同研究の公募・実施
・開かれた運営体制
共同利用委員会

・大学院生教育・研究指導

東京大学・地震研究所

・地震・火山現象の観測
・固体地球科学研究の推進
・次世代教育

独立行政法人・
防災科学技術研究所

・地震災害軽減に関する重点的研究開発
【地震観測網・震動実験装置の運用】

・火山、気象、土砂、雪氷災害の軽減に
関する研究開発

国外26大学・研究機関との協定に基
づく国際共同研究・交流活動

特に東南アジア圏での防災共同研究
実施と人材育成

地震・火山噴火予知研究協議会
地震・火山噴火予知研究計画に関わる大学で構成

ラム研究シンポジウムの
開催を実施 自然災害研究協議会

●各種専門領域の研究者の組織化
●自然災害データベースの整備
●突発災害調査の企画・実施
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まとめ
• 自然災害研究協議会

研究者の発意によるボトムアップ型の

共同研究の推進

• 研究ネットワーク

自然災害科学総合シンポジウム自然災害科学総合シンポジウム

データベースSAIGAI、人材データベース

• 社会貢献

防災研究フォーラム

• 国際貢献

• 予算獲得


